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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第66期中 第67期中 第68期中 第66期 第67期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　９月30日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成21年
　　３月31日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成22年
　　３月31日

売上高 (千円) ― ― 5,935,27911,631,69611,696,574

経常利益 (千円) ― ― 85,873 10,517 133,595

当期純利益又は
中間(当期)純損失(△)

(千円) ― ― △162,563△258,952 65,952

純資産額 (千円) ― ― 4,050,2014,191,0494,232,485

総資産額 (千円) ― ― 5,739,0715,820,1096,421,279

１株当たり純資産額 (円) ― ― 668.33 691.56 698.40

１株当たり当期純利益
又は中間(当期)純損失
（△）

(円) ― ― △26.82 △42.72 10.88

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 70.57 72.01 65.91

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △40,332 206,782 956,375

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △323,508△423,066△433,625

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) ― ― △18,198 △54,785 △36,361

現金及び現金同等物
の中間期末(期末)残高

(千円) ― ― 431,400 327,050 813,440

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
―
(―)

―
(―)

306
(24)

311
(28)

308
(23)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第67期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

なお、第66期、第68期中の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、１株当たり中間(当期)純

損失であり、また潜在株式がないため記載しておりません。

３　当社は、第66期中及び第67期中においては四半期報告書を提出しており、中間連結財務諸表は作成しておりま

せん。従って、当該期の経営指標等については記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第66期中 第67期中 第68期中 第66期 第67期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　９月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　９月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　９月30日

自　平成20年
　　４月１日
至　平成21年
　　３月31日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成22年
　　３月31日

売上高 (千円) ― ― 5,702,39211,141,64811,237,556

経常利益 (千円) ― ― 90,605 21,049 135,644

当期純利益又は
中間(当期)純損失(△)

(千円) ― ― △157,630△239,824 68,347

資本金 (千円) ― ― 961,000 961,000 961,000

発行済株式総数 (株) ― ― 6,060,1076,100,0006,100,000

純資産額 (千円) ― ― 4,067,0254,200,5454,244,375

総資産額 (千円) ― ― 5,706,7485,786,1106,386,854

１株当たり純資産額 (円) ― ― 671.11 693.13 700.36

１株当たり当期純利益
又は中間(当期)純損失
(△)

(円) ― ― △26.01 △39.57 11.27

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 3.00 6.00 6.00

自己資本比率 (％) ― ― 71.27 72.60 66.45

従業員数
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
―
(―)

―
(―)

295
(21)

299
(26)

297
(21)

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第67期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

なお、第66期、第68期中の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、１株当たり中間(当期)純

損失であり、また潜在株式がないため記載しておりません。

３　当社は、第66期中及び第67期中においては四半期報告書を提出しており、中間財務諸表は作成しておりません。

従って、当該期の経営指標等については記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要

な変更はありません。

なお、その他の関係会社であった鈴与ホールディングス株式会社は、当社が平成22年８月１日付で靜甲株

式会社の完全子会社となったため、その他の関係会社ではなくなりました。
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３ 【関係会社の状況】

当中間連結会計期間において、平成22年８月１日付で株式交換を実施し、靜甲株式会社の完全子会社と

なったため、議決権の被所有割合は100％になっております。なお、これに伴い鈴与ホールディングス株式会

社は、その他の関係会社ではなくなりました。

名称 住所
資本金又は
出資金
(千円)

主要な事業
の内容

議決権の所有
(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有
割合
(％)

(親会社) 　 　 　 　 　 　

靜甲株式会社(注)
静岡県静岡市
清水区

1,337,000

産業機械等の製
造販売及び電機
機器、特殊車両
の販売等

─ 100.00
商品・部品の仕入及び
不動産の賃借等
役員の兼任２名

(注)　有価証券報告書の提出会社であります。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年９月30日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

国産車販売事業 267　(18)

輸入車販売事業 24　( 5)

全社共通 15　( 1)

合計 306　(24)

(注) １　従業員数は就業人員(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。)であり、臨時雇用者数(パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。)は、当中間連結会計期間

の平均人員を(　)外数で記載しております。

２　全社共通は、当社の総務及び経理等管理部門の従業員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成22年９月30日現在

従業員数(名) 295　(21)

(注)　従業員数は就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時雇用者数

(パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。)は、当中間会計期間の平均人員を(　)外数で記載しておりま

す。

　

(3) 労働組合の状況

名称 静岡スバル自動車株式会社労働組合

組合員数 　 241名(平成22年９月30日現在)

労使関係 労使関係は円満に推移しており特記すべき事項はありません。

なお、連結子会社である静岡ブイオート株式会社には、労働組合はありませ

ん。
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第２ 【事業の状況】

当社は、前年同期においては四半期報告書を提出しており、前中間連結会計期間の中間連結財務諸表は作

成しておりません。従って、前年同期との対比の記載は行っておりません。

　
１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、好調なアジア経済や政府の経済対策の効果を背景に、景気

後退局面から一部持ち直しの動きが見られるものの、本格的な企業業績の回復には至っておらず、円高基

調の続く為替相場、雇用情勢の悪化、設備投資や個人消費の低迷など、依然として厳しい状況が続いてお

ります。

自動車販売業界におきましては、国の緊急経済対策（エコカー減税・補助金）が功を奏し、特に夏以降

はエコカー補助金の終了間際の駆け込み需要により、主に登録車の販売台数が急回復し、当中間連結会計

期間における国内新車販売台数は254万台と、リーマンショックによる経済危機発生前の水準となりまし

た。

このような状況の中、当社グループの業績は、エコカー補助金制度の終了に向けて新車需要が大きく伸

びたことから、スバル新車販売が業績を牽引し、中古車販売および輸入車販売の落ち込みをカバーいたし

ました。

この結果、売上高は59億３千５百万円、経常利益が８千５百万円となりましたが、固定資産の減損損失

を計上したこと、並びに平成21年３月期に計上した繰延税金資産の一部を取り崩したことにより、１億６

千２百万円の中間純損失となりました。

なお、当中間連結会計期間において、当社は、平成22年５月14日付にて親会社であります靜甲株式会社

の完全子会社となる株式交換契約を締結し、平成22年６月24日開催の定時株主総会にて承認を得て、平成

22年８月１日付にて靜甲株式会社の完全子会社となりました。

　
セグメント別の売上状況及び概況は次のとおりであります。

セグメントの名称 金額(千円) 構成比

国産車販売事業 5,238,460 88.3%

輸入車販売事業 696,818 11.7%

合　　　計 5,935,279100.0%

　
国産車販売事業

スバル新車販売は、エコカー補助金制度の終了に向けて登録車、軽自動車とも販売台数が伸びたことに

よりまして、好調に推移いたしました。

中古車販売は、上記補助金の恩恵を受けないことや、逆に高額な商品が売りにくくなるといったことか

ら、小売販売台数が大きく減少いたしました。

整備売上は、車検・点検の対象台数が徐々に減るなか、販売・サービス連携による入庫促進活動を推進

し、入庫台数は前年同期並みの数字を確保いたしました。

新車販売の増加に伴い、登録受取手数料等の手数料収入は増加いたしました。

以上の結果、国産車販売事業の売上高は52億３千８百万円となりました。
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輸入車販売事業

輸入車販売につきましては、当社グループが取り扱うボルボ・ポルシェにはエコカー減税・補助金の

対象となる車種がほとんどなく、厳しい状況で推移いたしました。

そのなかで、ボルボの新車販売は前年同期の販売台数をわずかに上回り、上半期後半にかけて受注量も

上向いてまいりました。

ポルシェ車につきましては、高額車が多いだけに需要の回復が遅れ、引き続き厳しい状況にあります。

以上の結果、輸入車販売事業の売上高は６億９千６百万円となりました。

　

(注)　上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　

(2) キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に

比べ３億８千２百万円減少し４億３千１百万円となりました。

当中間連結会計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況とこれらの主な要因は次のとおりで

あります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により使用した資金は４千万円となりました。減価償却費１億１千９百万円、減損損失８千６

百万円に加え、売上債権の減少１億９百万円、たな卸資産の減少６千９百万円による資金の増加があった

ものの、税金等調整前中間純損失２千万円及び仕入債務の減少４億８百万円により資金が減少したこと

が主な要因であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動により使用した資金は３億２千３百万円となりました。試乗車に使用する車両購入費用等の

有形固定資産等の取得による支出が主な要因であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動により使用した資金は１千８百万円となりました。配当金の支払によるものであります。

　

２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 仕入実績

当中間連結会計期間における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 仕入高(千円) 前年同期比(％)

国産車販売事業 3,786,797 ─

輸入車販売事業 553,605 ─

合計 4,340,403 ―

(注) １　金額は仕入価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

２　当社グループは商品の仕入販売を行っているため、生産実績に代えて仕入実績を記載しております。

　

(2) 受注状況

当社グループは商品の仕入販売を行っているため、該当事項はありません。
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(3) 販売実績

当中間連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

国産車販売事業 5,238,460 ─

輸入車販売事業 696,818 ─

合計 5,935,279 ―

(注) １　金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

２　総販売実績に対し、10％以上に該当する販売先はありません。

　
３ 【対処すべき課題】

前記のとおり、当社は、平成22年８月１日付で靜甲株式会社の完全子会社となり、上場廃止となりました。

今後は、営業拠点の統廃合、再配置並びに靜甲株式会社のグループ資産の活用等により事業再構築のス

ピードを上げ、靜甲株式会社の連結子会社としてグループ全体の企業価値向上に努めてまいります。

　
４ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　
５ 【経営上の重要な契約等】

当社は、平成22年６月24日開催の当社第67回定時株主総会において、平成22年８月１日を効力発生日と

して、親会社であります靜甲株式会社（以下「靜甲」といいます。）を完全親会社、当社を完全子会社と

する株式交換を行うことを決議いたしました。

株式交換の概要は次のとおりであります。

　
(1)株式交換の目的

当社は、靜甲の連結子会社（靜甲の持株比率50.03％）であり、靜甲グループの車両関係事業におけ

る中核会社であります。

国内の自動車販売業界では、構造的な自動車需要の減少に加え、景気低迷による個人所得の落ち込み

などにより厳しい事業環境が続いております。このような状況のなか、当社では、持続的かつ安定的な

経営を実現するために営業拠点の統廃合・再配置をはじめとした事業再構築のための施策を進めてい

る最中でありますが、靜甲の完全子会社となり経営の機動性および柔軟性を高めることが、これらの取

り組みを更に加速させることに資するものであると判断いたしました。

靜甲といたしましても、完全子会社化することによって当社の経営の機動性および柔軟性を高めな

がら、連結経営をより一層強化して事業再構築への取り組みを支援することが、グループ全体の企業価

値を高めるために重要な施策であると判断いたしました。

また、当社は、株式市場における資金調達を実施しておらず、また今後もその予定が無い一方で、上場

維持のための管理コストは上昇傾向にあります。このような現状のなか、完全子会社化により管理コス

トの圧縮も期待されることから、この点においても当社のみならず、靜甲グループとしての連結経営の

観点からメリットを享受できると考えております。

以上の状況を踏まえて、上場を維持するメリット・デメリットについて総合的に勘案しながら慎重

に協議を重ね、両社の見解が一致した結果、この度の株式交換契約を締結いたしました。
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(2)株式交換の内容

靜甲を完全親会社、当社を完全子会社とする株式交換であります。

　

(3)株式交換の日

平成22年８月１日

　

(4)株式交換の方法

株式交換日現在の当社の最終の株主名簿に記載又は記録の株主に対して、靜甲は普通株式1,233,323

株を新たに発行し、割当交付いたします。

　

(5)株式交換比率

会社名 靜甲（完全親会社） 当社（完全子会社）

株式交換比率 1 0.41

　

(6)株式交換比率の算定根拠

本株式交換の株式交換比率については、その公正性と妥当性を期すため、両社から独立した第三者機

関として、靜甲が日興コーディアル証券株式会社（以下「日興コーディアル証券」といいます。）を、

当社が株式会社サンク・アンド・アソシエイツ（以下「サンク・アンド・アソシエイツ」といいま

す。）をそれぞれ選定し、株式交換比率の算定を依頼いたしました。

日興コーディアル証券は、当社及び靜甲の普通株式それぞれについて、(ⅰ)ＪＡＳＤＡＱ市場に上場

しており、市場株価が存在することから、市場株価平均法（計算対象期間は、平成22年５月11日を算定

基準日として、算定基準日から遡る１ヶ月、３ヶ月の各期間）を採用し、また、(ⅱ)将来の事業活動の状

況を評価に反映するためディスカウント・キャッシュ・フロー法（以下「ＤＣＦ法」といいます。）

を採用して分析を行いました。各評価方式による靜甲株式１株に対する当社株式の割当株式数の算定

結果は、市場株価平均法では0.41株～0.46株、ＤＣＦ法では0.22株～0.42株となりました。

サンク・アンド・アソシエイツは、当社及び靜甲の普通株式それぞれについて、(ⅰ)ＪＡＳＤＡＱ市

場に上場しており、市場株価が存在することから、市場株価平均法（計算対象期間は、平成22年５月11

日を算定基準日として、算定基準日から遡る１ヶ月、３ヶ月の各期間）を採用し、また、(ⅱ)将来の事業

活動の状況を評価に反映するためＤＣＦ法を採用して分析を行いました。各評価方式による靜甲株式

１株に対する当社株式の割当株式数の算定結果は、市場株価平均法では0.41株～0.45株、ＤＣＦ法では

0.32株～0.56株となりました。

当社及び靜甲は、両社の普通株式がともに上場されていることから、市場株価平均法を重視して株式

交換比率を算定することを相当と認め、また、各社において、上述の第三者機関から提出された株式交

換比率の算定結果を参考にし、かつ、両社の財務状況、業績動向、株価動向等を勘案した上で、交渉・協

議を重ねた結果、それぞれ上記(5)記載の株式交換比率は妥当であり、両社の株主の利益を損ねるもの

でないと判断し、平成22年５月14日に開催された両社の取締役会において、本株式交換における株式交

換比率を決定し、同日、両社間で株式交換契約を締結いたしました。

なお、靜甲の第三者算定機関である日興コーディアル証券及び当社の第三者算定機関であるサンク

・アンド・アソシエイツは、いずれも、当社及び靜甲から独立しており、両社の関連当事者に該当せず、

重要な利害関係を有しません。
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(7)株式交換完全親会社となる会社の資本金・事業の内容

資本金　　13億３千７百万円（平成22年３月31日現在）

事業内容　産業機械事業、冷間鍛造事業、電機機器事業、車両関係事業及び不動産等賃貸事業

　

６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの中間連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基

づき作成されております。当社グループの報告数値に影響を与える引当金等の計上についても、過去の実

績、または、各状況下で最も合理的と判断される前提に基づき、継続して評価を行っております。

なお、評価については、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果が異なる場合があります。

　
(2) 経営成績の分析

①売上高

売上高は、スバル新車販売がエコカー補助金制度終了に向けて販売台数が増加したことにより売上

高を伸ばしましたが、中古車販売及び輸入車販売は市況の低迷により売上高が落ち込み、59億３千５百

万円となりました。

②売上原価、販売費及び一般管理費

売上原価は46億５千７百万円となりました。

販売費及び一般管理費は、拠点の統廃合及び採用抑制による減少がありましたが、支払手数料、無償

整備費等が増加し、11億９千７百万円となりました。

③営業利益

営業利益は、販売台数増による売上高の増加により、７千９百万円となりました。

④営業外損益

営業外損益は６百万円の利益となりました。

⑤経常利益

経常利益は、営業利益の増加により、８千５百万円となりました。

⑥特別損益

特別損益は、営業拠点の統廃合等を決定したことに伴い減損損失を計上したことにより、１億６百万

円の損失となりました。

⑦中間純利益

平成21年３月期に旧静岡支店土地を売却する予定で繰延税金資産を計上いたしましたが、当該土地

を再使用する計画に変更したことに伴い、当該繰延税金資産を取り崩したため、１億６千２百万円の中

間純損失となりました。

　

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について

自動車ディーラー事業の経営成績は、中核である新車販売の成績に大きく左右されますが、これは全体

需要の増減とともに取扱いメーカーの商品構成、商品力及び商品戦略に拠るところが大であります。
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(4) 経営戦略の現状と見通し

上半期の自動車需要を押し上げたエコカー補助金制度が９月をもって終了いたしました。エコカー減

税は引き続き継続されるものの、当下半期は反動減による厳しい販売環境が想定されております。

このような販売環境の中、スバル新車販売は、この５月に主力車種「レガシィ」の一部に搭載されまし

た「アイサイト（先進運転支援システム）」の高い安全性を強くアピールし、今後も当車種を中心に登

録車に軸足を置いた販売活動を展開してまいります。

中古車市場は、エコカー補助金の煽りなどにより低迷しておりましたが、補助金の終了とともに販売環

境は徐々に好転するものと見ております。ただし、新車販売が大きく落ち込んだ場合、下取車減少の影響

で商品不足も懸念されますので、まずは商品車確保が重要であると考えております。

厳しい環境ながら着実に収益を確保している整備売上は、販売・サービスの連携を一層強化し、収益の

下支えを図ってまいります。

また、輸入車販売事業におけるポルシェ車販売につきましては、この５月にオープンした「ポルシェセ

ンター浜松」の本格稼動を軸に車両販売の立て直しを図るとともに、年々収益を伸ばしている整備をよ

り強化し、収益向上に努めてまいります。

なお、当該事項は半期報告書提出日現在において判断したものであります。

　
(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

当社グループの所要資金は、営業活動によるキャッシュ・フローを主な財源とし、決済資金等の短期資

金の一部について、銀行からの借入で充当しております。

(キャッシュ・フローの状況の分析)

キャッシュ・フローの状況の分析は、「第２事業の状況　１業績等の概要（２）キャッシュ・フローの

状況」に記載のとおりであります。

　
(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループ経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づいて最善の経営方針を立案するよ

う努めております。

当社事業を取り巻く環境として、少子化などを主因とする自動車需要の減少といった構造的な問題に

加え、景気回復の遅れによる買い控えなど、厳しい状況がしばらく続くことが予想されます。

このような状況において、持続的かつ安定的な経営を実現するために、当社グループは以下の方針に

沿って事業運営を進めてまいります。

　

◇営業体制の見直し

「既存のお客様をいかに大事にするか」を念頭に、お客様フォロー活動の見直し、強化を図り、発売

後売れ行き好調な「アイサイト（先進運転支援システム）」というプラス材料を最大限活用して管理

顧客の維持を図ってまいります。また、他社との差別化に有効な「アイサイト」を旗頭に、スバル車の

安全・安心を訴えて他社顧客の獲得にも注力してまいります。

一方で、将来に向けて販売台数に見合った営業体制への転換が急務であると考えております。平成21

年春以降、営業拠点の統廃合・再配置を、計画どおり進めてまいりましたが、今後も、お客様の利便性に

も配慮しつつ、慎重かつ早急に実行してまいります。

　

◇お客様に選ばれる店づくり（ＣＳレベルアップ）

今後予想される厳しい事業環境を生き抜くためには、いかに当社の独自色を打ち出し、お客様に選ん

でいただける会社づくり、店づくりを進めるかが重要であると考えております。引き続き、『お客様に
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安全と安心をお届けする』をテーマに、会社全体でお客様に向き合い、お客様とのコミュニケーション

をより深くすることでＣＳのレベルアップに取り組んでまいります。

　

◇安定収益確保

需要動向や商品力に左右される新車販売に対し、整備業務は自らの取組み次第で安定的に収益をあ

げることが可能な分野です。当社は『総合営業』というテーマのもと、販売・サービス連携によりお客

様への接触回数を増やし、整備入庫台数の増加を図っております。さらに、自動車保険や点検パック

（新車納入後一定期間の定期点検をパッケージ化した商品）など新車販売に付随する商品の拡販に注

力し収益増を図るとともに、お客様との関係を深くすることで将来の新車買い替えにもつながる活動

を進めております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

前連結会計年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、当中間連

結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 22,000,000

計 22,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年12月15日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可

金融商品取引業協会名
内容

普通株式 6,060,107 6,060,107 ―
単元株式数は
100株であります。

計 6,060,107 6,060,107 ― ―

 (注) 当社は、平成22年８月１日をもって親会社である靜甲株式会社と株式交換を実施し、同社の完全子会社とな

るため、当社株式は平成22年７月28日付で大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）において上場廃止となりま

した。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年８月１日(注) △39,8936,060,107 ― 961,000 ― 827,360

　(注)自己株式の消却による減少であります。
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(6) 【大株主の状況】

平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

靜甲株式会社 静岡県静岡市清水区天神二丁目８番１号 6,060 100.0

計 ― 6,060 100.0

 (注) 平成22年８月１日に靜甲株式会社を完全親会社とする株式交換を実施したことに伴い、主要株主は靜甲株式

会社のみとなり、前事業年度末現在で主要株主であった鈴与ホールディングス株式会社は、主要株主ではな

くなりました。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式　6,060,100 60,601 ―

単元未満株式 普通株式          7 ― ―

発行済株式総数 6,060,107 ― ―

総株主の議決権 ― 60,601 ―

　

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

　

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 252 249 202 191 ― ―

最低(円) 180 202 179 170 ― ―

 (注) 最高・最低株価は大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものであります。なお、平成22年８月１日に靜

甲株式会社を完全親会社とする株式交換を実施したことに伴い、非上場となったため、平成22年８月より記載す

る事項はありません。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

退任役員

役名 職名 氏　名 退任年月日

監査役 ― 稲穂　誠 平成22年９月15日
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第５ 【経理の状況】

１　中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年

大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省

令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　

(3) 当社は、前年同期においては四半期報告書を提出しており、前中間連結会計期間(平成21年４月１日か

ら平成21年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間(平成21年４月１日から平成21年９月

30日まで)の中間財務諸表は作成しておりません。従って、前中間連結会計期間及び前中間会計期間との

対比は行っておりません。

なお、参考として、前第２四半期連結会計期間末(平成21年９月30日現在)の四半期連結貸借対照表並び

に前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)の四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書を併記しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間(平成22年４月１日から

平成22年９月30日まで)の中間連結財務諸表及び当中間会計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日

まで)の中間財務諸表について、ときわ監査法人により中間監査を受けております。

　

EDINET提出書類

静岡スバル自動車株式会社(E02834)

半期報告書

16/60



１【中間連結財務諸表等】
(1)【中間連結財務諸表】
①【中間連結貸借対照表】
【当中間連結会計期間末及び前連結会計年度末】

(単位：千円)

当中間連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 431,400 813,440

受取手形及び売掛金 486,743 596,306

商品 584,604 555,915

仕掛品 18,181 10,906

貯蔵品 9,687 10,206

その他 200,046 217,229

貸倒引当金 △6,549 △6,853

流動資産合計 1,724,114 2,197,151

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※２
 943,956

※２
 1,008,533

土地 ※２
 2,324,112

※２
 2,364,021

その他（純額） 372,651 348,605

有形固定資産合計 ※１
 3,640,719

※１
 3,721,159

無形固定資産 17,100 17,512

投資その他の資産 357,136 485,454

固定資産合計 4,014,957 4,224,127

資産合計 5,739,071 6,421,279

負債の部

流動負債

買掛金 ※２
 726,911

※２
 1,135,440

未払法人税等 20,569 80,016

賞与引当金 168,286 162,392

その他 305,811 412,983

流動負債合計 1,221,578 1,790,832

固定負債

退職給付引当金 380,471 344,292

役員退職慰労引当金 41,300 40,700

資産除去債務 31,787 －

その他 13,732 12,969

固定負債合計 467,291 397,961

負債合計 1,688,869 2,188,793

純資産の部

株主資本

資本金 961,000 961,000

資本剰余金 827,360 827,360

利益剰余金 2,232,085 2,429,441

自己株式 － △16,593

株主資本合計 4,020,445 4,201,207

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 29,756 31,277

評価・換算差額等合計 29,756 31,277

純資産合計 4,050,201 4,232,485

負債純資産合計 5,739,071 6,421,279
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【前第２四半期連結会計期間末の四半期連結貸借対照表】

　

（単位：千円）

　 　 　 　 前第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日)

資産の部 　
　 流動資産 　
　 　 現金及び預金 385,568
　 　 受取手形及び売掛金 504,263
　 　 商品 693,660
　 　 仕掛品 11,644
　 　 貯蔵品 7,612
　 　 その他 164,164
　 　 貸倒引当金 △437

　 　 流動資産合計 1,766,476

　 固定資産 　
　 　 有形固定資産 　
　 　 　 建物及び構築物（純額） 839,926
　 　 　 土地 2,364,021
　 　 　 その他（純額） 343,216

　 　 　 有形固定資産合計 ※ 3,547,163

　 　 無形固定資産 23,074
　 　 投資その他の資産 474,789

　 　 固定資産合計 4,045,027

　 資産合計 5,811,504

負債の部 　
　 流動負債 　
　 　 買掛金 771,761
　 　 未払法人税等 16,199
　 　 賞与引当金 163,683
　 　 その他 272,460

　 　 流動負債合計 1,224,103

　 固定負債 　
　 　 退職給付引当金 363,727
　 　 役員退職慰労引当金 35,850
　 　 その他 12,145

　 　 固定負債合計 411,723

　 負債合計 1,635,826

純資産の部 　
　 株主資本 　
　 　 資本金 961,000
　 　 資本剰余金 827,360
　 　 利益剰余金 2,381,817
　 　 自己株式 △16,593

　 　 株主資本合計 4,153,584

　 評価・換算差額等 　
　 　 その他有価証券評価差額金 22,092

　 　 評価・換算差額等合計 22,092

　 純資産合計 4,175,677

負債純資産合計 5,811,504
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② 【中間連結損益計算書】
【当中間連結会計期間及び前連結会計年度】

(単位：千円)

当中間連結会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

売上高 5,935,279 11,696,574

売上原価 4,657,601 9,159,416

売上総利益 1,277,678 2,537,157

販売費及び一般管理費 ※１
 1,197,869

※１
 2,419,022

営業利益 79,808 118,135

営業外収益

受取利息 225 401

受取配当金 839 4,300

受取手数料 2,072 6,258

受取保険金 89 221

重量税還付金 403 1,862

株式割当益 2,129 －

物品売却益 1,659 2,389

その他 772 3,989

営業外収益合計 8,193 19,425

営業外費用

支払利息 600 1,280

支払手数料 987 1,470

売上割引 419 801

その他 120 412

営業外費用合計 2,128 3,964

経常利益 85,873 133,595

特別利益

前期損益修正益 － ※２
 1,135

貸倒引当金戻入額 303 －

投資有価証券売却益 － 76

特別利益合計 303 1,211

特別損失

固定資産除却損 ※３
 1,064

※３
 3,461

減損損失 ※４
 86,565 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 18,694 －

特別損失合計 106,325 3,461

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間純損
失（△）

△20,148 131,345

法人税等 ※５
 142,415 65,393

少数株主損益調整前中間純損失（△） △162,563 －

中間純利益又は中間純損失（△） △162,563 65,952
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【前第２四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書】

　

（単位：千円）

　 　

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

売上高 5,330,096

売上原価 4,137,066

売上総利益 1,193,029

販売費及び一般管理費 ※１ 1,189,979

営業利益 3,050

営業外収益 　
　 受取利息 161
　 受取配当金 3,643
　 受取手数料 2,684
　 受取保険金 5
　 その他 4,222

　 営業外収益合計 10,716

営業外費用 　
　 支払利息 786
　 支払手数料 642
　 売上割引 399
　 その他 323

　 営業外費用合計 2,151

経常利益 11,615

特別利益 　
　 前期損益修正益 ※２ 1,135

　 特別利益合計 1,135

特別損失 　
　 固定資産除却損 1,084

　 特別損失合計 1,084

税金等調整前四半期純利益 11,665

法人税等 11,517

四半期純利益 148
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③【中間連結株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

当中間連結会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結株主資本等変動計算書

(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 961,000 961,000

当中間期末残高 961,000 961,000

資本剰余金

前期末残高 827,360 827,360

当中間期末残高 827,360 827,360

利益剰余金

前期末残高 2,429,441 2,399,849

当中間期変動額

剰余金の配当 △18,180 △36,361

中間純利益又は中間純損失（△） △162,563 65,952

自己株式の消却 △16,611 －

当中間期変動額合計 △197,355 29,591

当中間期末残高 2,232,085 2,429,441

自己株式

前期末残高 △16,593 △16,593

当中間期変動額

自己株式の取得 △18 －

自己株式の消却 16,611 －

当中間期変動額合計 16,593 －

当中間期末残高 － △16,593

株主資本合計

前期末残高 4,201,207 4,171,616

当中間期変動額

剰余金の配当 △18,180 △36,361

中間純利益又は中間純損失（△） △162,563 65,952

自己株式の取得 △18 －

自己株式の消却 － －

当中間期変動額合計 △180,762 29,591

当中間期末残高 4,020,445 4,201,207

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 31,277 19,433

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△1,521 11,844

当中間期変動額合計 △1,521 11,844

当中間期末残高 29,756 31,277

評価・換算差額等合計

前期末残高 31,277 19,433

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△1,521 11,844

当中間期変動額合計 △1,521 11,844

当中間期末残高 29,756 31,277

EDINET提出書類

静岡スバル自動車株式会社(E02834)

半期報告書

21/60



(単位：千円)

当中間連結会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前連結会計年度の要約
連結株主資本等変動計算書

(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

純資産合計

前期末残高 4,232,485 4,191,049

当中間期変動額

剰余金の配当 △18,180 △36,361

中間純利益又は中間純損失（△） △162,563 65,952

自己株式の取得 △18 －

自己株式の消却 － －

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△1,521 11,844

当中間期変動額合計 △182,283 41,435

当中間期末残高 4,050,201 4,232,485
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】
　【当中間連結会計期間及び前連結会計年度】

(単位：千円)

当中間連結会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書

(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純利益又は税金等調整前中間
純損失（△）

△20,148 131,345

減価償却費 119,945 245,973

減損損失 86,565 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 18,694 －

投資有価証券売却損益（△は益） － △76

有形固定資産除却損 1,064 3,461

前期損益修正損益（△は益） － △1,135

株式割当益 △2,100 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △303 6,680

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,894 29,871

退職給付引当金の増減額（△は減少） 36,179 16,843

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 600 7,200

受取利息及び受取配当金 △1,064 △4,702

支払利息 600 1,280

売上債権の増減額（△は増加） 109,563 △112,721

たな卸資産の増減額（△は増加） 69,719 246,587

その他の資産の増減額（△は増加） 17,182 10,154

仕入債務の増減額（△は減少） △408,529 279,321

その他の負債の増減額（△は減少） △2,717 50,240

未払消費税等の増減額（△は減少） 1,972 9,061

小計 33,118 919,387

利息及び配当金の受取額 1,064 4,702

利息の支払額 △600 △1,280

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △73,914 33,567

営業活動によるキャッシュ・フロー △40,332 956,375

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △326,953 △435,690

有形固定資産の売却による収入 132 －

投資有価証券の売却による収入 － 176

子会社株式の取得による支出 － △1,795

その他の支出 △266 －

その他の収入 3,578 3,683

投資活動によるキャッシュ・フロー △323,508 △433,625

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △18 －

配当金の支払額 △18,180 △36,361

財務活動によるキャッシュ・フロー △18,198 △36,361

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △382,039 486,389

現金及び現金同等物の期首残高 813,440 327,050

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※
 431,400

※
 813,440
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【前第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

　

(単位：千円)

　 　

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー 　
　 税金等調整前四半期純利益 11,665
　 減価償却費 115,935
　 有形固定資産除却損 1,084
　 前期損益修正損益（△は益） △1,135
　 貸倒引当金の増減額（△は減少） 264
　 賞与引当金の増減額（△は減少） 31,162
　 退職給付引当金の増減額（△は減少） 36,279
　 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 2,350
　 受取利息及び受取配当金 △3,804
　 支払利息 786
　 売上債権の増減額（△は増加） △20,678
　 たな卸資産の増減額（△は増加） 22,920
　 その他の資産の増減額（△は増加） 93,004
　 仕入債務の増減額（△は減少） △92,209
　 その他の負債の増減額（△は減少） 22,154
　 未払消費税等の増減額（△は減少） 6,896

　 小計 226,676

　 利息及び配当金の受取額 3,804
　 利息の支払額 △786
　 法人税等の支払額 △5,243

　 営業活動によるキャッシュ・フロー 224,450

投資活動によるキャッシュ・フロー 　
　 有形及び無形固定資産の取得による支出 △153,167
　 その他の収入 5,414

　 投資活動によるキャッシュ・フロー △147,752

財務活動によるキャッシュ・フロー 　
　 配当金の支払額 △18,180

　 財務活動によるキャッシュ・フロー △18,180

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 58,517

現金及び現金同等物の期首残高 327,050

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 385,568
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数　１社

　　　連結子会社の名称

　　　静岡ブイオート㈱

１　連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数　 同左

　　　連結子会社の名称

同左

　(2) 非連結子会社の名称

　　　エススタッフサービス㈱

　(2) 非連結子会社の名称

同左

　　　連結の範囲から除いた理由

　　　非連結子会社１社は、小規模会社であり、総資産、売上

高、中間純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等は、中間連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないためであります。

　　　連結の範囲から除いた理由

　　　非連結子会社１社は、小規模会社であり、総資産、売上

高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金

(持分に見合う額)等は、連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためであります。

２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数

及び名称

　　　該当する会社はありません。

２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法を適用した非連結子会社又は関連会社の数

及び名称

同左

　(2) 持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社の

名称

　　①　非連結子会社

　　　　エススタッフサービス㈱

　(2) 持分法を適用しない非連結子会社又は関連会社の

名称

　　①　非連結子会社

同左

　　②　関連会社

　　　　該当する会社はありません。

　　　　持分法を適用しない理由

　　　　持分法非適用会社は、中間純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合う額)等からみて、

持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重

要性がないため、持分法の適用範囲から除外し

ております。

　　②　関連会社

　　　　該当する会社はありません。

　　　　持分法を適用しない理由

　　　　持分法非適用会社は、当期純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合う額)等からみて、

持分法の対象から除いても連結財務諸表に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性

がないため、持分法の適用範囲から除外してお

ります。

３　連結子会社の中間決算日等に関する事項

　　連結子会社の中間決算日は、中間連結決算日と一致し

ております。

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しておりま

す。

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①　有価証券

　　　　その他有価証券

　　　　　時価のあるもの

　　　　　　中間連結会計期間末日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は、全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定)

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　　①　有価証券

　　　　その他有価証券

　　　　　時価のあるもの

　　　　　　決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額

は、全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定)

　　　　　時価のないもの

　　　　　　移動平均法による原価法

　　　　　時価のないもの

同左
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　 当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　　②　たな卸資産

　　　　　評価基準は原価法（収益性の低下による簿

　　　　　価切下げの方法）によっております。

　　　ⅰ　商品

　　　　Ａ　車両　　　　個別法

　　　　Ｂ　部品・用品　移動平均法

　　　　Ｃ　その他　　　個別法

　　②　たな卸資産

同左

　　　ⅱ　仕掛品　　　　個別法 　
　　　ⅲ　貯蔵品　　　　最終仕入原価法 　
　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産

　　　　定率法

　　　　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物附

属設備を除く)については、定額法

　　　　また、耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ３～50年

その他 ２～20年

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　　①　有形固定資産

　　　　定率法

　　　　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物附

属設備を除く)については、定額法

　　　　また、耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ４～50年

その他 ２～20年

　　②　無形固定資産

　　　　定額法

　　　　ただし、自社利用のソフトウェアについては社内に

おける利用可能期間(５年)に基づく定額法

　　②　無形固定資産

同左

　　③　長期前払費用

　　　　均等償却

　　③　長期前払費用

同左

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率を基に今後の回収可能性を

勘案した率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①　貸倒引当金

同左

　　②　賞与引当金

　　　　従業員の賞与支給に備えるため、当中間連結会計期

間に負担すべき支給見込額を計上しておりま

す。

　　②　賞与引当金

　　　　従業員の賞与支給に備えるため、当連結会計年度に

負担すべき支給見込額を計上しております。

　　③　役員賞与引当金

　　　　役員の賞与支給に備えるため、当中間連結会計期間

に負担すべき支給見込額を計上しております。

なお、当中間連結会計期間に計上すべき金額は

ありません。

　　③　役員賞与引当金

　　　　役員の賞与支給に備えるため、当連結会計年度に負

担すべき支給見込額を計上しております。なお、

当連結会計年度に計上すべき金額はありませ

ん。
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　 当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　　④　退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間連結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上しております。

　　　　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(14年)による定額

法により、それぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理しております。

　　④　退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しております。

　　　　数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(14年)による定額

法により、それぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理しております。

　　 (会計方針の変更）

　　　　当連結会計年度より、「退職給付に係る会計基準」

の一部改正（その３）（企業会計基準委員会　

平成20年７月31日　企業会計基準第19号）を適

用しております。

　　　　なお、この変更に伴う損益に与える影響はありませ

ん。

　　⑤　役員退職慰労引当金

　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づ

く中間連結会計期間末要支給額を計上しており

ます。

　　⑤　役員退職慰労引当金

　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づ

く連結会計年度末要支給額を計上しておりま

す。

　(4) 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金

の範囲

　　　手許現金、要求払預金及び取得日から３か月以内に満

期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能で

あり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか

負わない短期的な投資であります。

─────────

　(5) その他中間連結財務諸表作成のための基本となる

重要な事項

　　　消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっ

ております。

　(4) その他連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項

　　　消費税等の会計処理

同左

───────── ５　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　手許現金、要求払預金及び取得日から３か月以内に満

期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない短期的な投資であります。
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【中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

　

当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（資産除去債務に関する会計基準等）

当中間連結会計期間から、「資産除去債務に関する会

計基準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用

しております。

これにより、当中間連結会計期間の営業利益、経常利

益はそれぞれ 679千円減少し、税金等調整前中間純損失

は19,374千円増加しております。また、当会計基準の適

用開始による資産除去債務の変動額は 31,498千円であ

ります。

─────────

　
【表示方法の変更】

　

当中間連結会計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

(中間連結損益計算書)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づき

財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用

に伴い、当中間連結会計期間では、「少数株主損益調整前中間純損失(△)」の科目を表示し

ております。

　

【注記事項】

(中間連結貸借対照表関係)

　
当中間連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 2,466,649千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 2,416,916千円
 

※２　担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。

　(イ)担保に供している資産

建物及び構築物 116,366千円

土地 41,720千円

　計 158,086千円
 

※２　担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。

　(イ)担保に供している資産

建物及び構築物 119,415千円

土地 41,720千円

　計 161,135千円
 

　(ロ)上記担保に供している資産に対応する債務

買掛金 160,000千円
 

　(ロ)上記担保に供している資産に対応する債務

買掛金 160,000千円
 

　

　
前第２四半期連結会計期間末

(平成21年９月30日)

※　有形固定資産の減価償却累計額 2,335,902千円
　

　

EDINET提出書類

静岡スバル自動車株式会社(E02834)

半期報告書

28/60



　

(中間連結損益計算書関係)

　

当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

給与 381,266千円

賞与引当金繰入額 103,319千円

退職給付引当金繰入額 26,370千円

役員退職慰労引当金繰入額 4,350千円

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次の

とおりであります。

貸倒引当金繰入額 6,680千円

給与 761,270千円

賞与引当金繰入額 92,420千円

退職給付引当金繰入額 52,839千円

役員退職慰労引当金繰入額 10,025千円

　２　　　　　　　──────── ※２　前期損益修正益

前期損益修正益は、前連結会計年度に計上した

店舗閉鎖に伴う原状回復費用等の見積り計上額の

修正によるものであります。

※３　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物及び構築物 181千円

その他
(工具、器具及び備品)

272千円

その他
(固定資産解体撤去費用)

610千円

　計 1,064千円

※３　固定資産除却損の内訳は、次のとおりであります。

建物及び構築物 1,342千円

その他
(機械装置及び運搬具)

637千円

その他
(工具、器具及び備品)

258千円

その他
(固定資産解体撤去費用)

1,223千円

　計 3,461千円

※４　減損損失

当中間連結会計期間において、当社グループは、

以下の資産グループについて減損損失を計上して

おります。

(1)概要

用途 種類 場所

営業店舗
建物及び構
築物、土地

静岡市清水区他

当社グループは、営業店舗ごとを最小単位として

グルーピングを行っております。

当社は、経営資源の集中による経営効率化を目的

に、店舗の統廃合と移転を実施することといたしま

した。これにより、建物及び構築物、土地の帳簿価額

を回収可能価額まで減額しております。

(2)減損損失の金額

種類 金額 (千円)

建物及び構築物 40,786

土地 39,909

その他 5,870

計 86,565

(3)回収可能価額の算定方法等

回収可能価額の算定に当たっては、正味売却価

額により測定しており、建物及び構築物、土地につ

いては不動産鑑定評価額により評価しておりま

す。

　４　　　　　　　────────

※５　当中間連結会計期間における税金費用につきまし

ては、簡便法により計算しているため、法人税等調整

額は「法人税等」に含めて表示しております。

　５　　　　　　　────────
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前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目と金額は次のとおりであります。

給与 381,428千円

賞与引当金繰入額 101,980千円

退職給付引当金繰入額 26,169千円

役員退職慰労引当金繰入額 5,175千円

※２　前期損益修正益

　　　前期損益修正益は、前連結会計年度に計上した店舗閉鎖に伴う原状回復費用等の見積り計上

額の修正によるものであります。

　３　業績の季節的変動

　　　当社グループは、９月・３月といった新車需要期に売上が集中する傾向にあるため、各四半

期の業績に著しい変動があります。

　

(中間連結株主資本等変動計算書関係)

　
当中間連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　

　
前連結会計年度末
株式数(株)

当中間連結会計期間
増加株式数(株)

当中間連結会計期間
減少株式数(株)

当中間連結会計期間末
株式数(株)

発行済株式 　 　 　 　

　普通株式 6,100,000 ─ 39,893 6,060,107

合計 6,100,000 ─ 39,893 6,060,107

自己株式 　 　 　 　

　普通株式 39,795 98 39,893 ─

合計 39,795 98 39,893 ─

（変動事由の概要）

　自己株式の増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　単元未満株式の買取による増加　　98株

　発行済株式及び自己株式の減少数の内訳は、次のとおりであります。

　　自己株式の消却による減少　　39,893株

　

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月24日
定時株主総会

普通株式 18,180 3 平成22年３月31日 平成22年６月25日
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(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後とな

るもの

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

配当金の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年11月12日
取締役会

普通株式 18,180利益剰余金 3 平成22年９月30日 平成22年11月16日

　

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

１　発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

　

　
前連結会計年度末
株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数(株)

発行済株式 　 　 　 　

　普通株式 6,100,000 ─ ─ 6,100,000

合計 6,100,000 ─ ─ 6,100,000

自己株式 　 　 　 　

　普通株式 39,795 ─ ─ 39,795

合計 39,795 ─ ─ 39,795

　

２　新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

該当事項はありません。

　

３　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成21年６月25日
定時株主総会

普通株式 18,180 3 平成21年３月31日 平成21年６月26日

平成21年11月13日
取締役会

普通株式 18,180 3 平成21年９月30日 平成21年11月27日

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(千円)

配当の原資
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月24日
定時株主総会

普通株式 18,180利益剰余金 3 平成22年３月31日 平成22年６月25日
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 431,400千円

現金及び現金同等物 431,400千円
 

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 813,440千円

現金及び現金同等物 813,440千円
 

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

現金及び預金勘定 385,568千円

現金及び現金同等物 385,568千円
 

　

(リース取引関係)

　

当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　オペレーティング・リース取引

　（借主側）

　　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

１年以内 5,700千円

１年超 71,658千円

　計 77,358千円

　オペレーティング・リース取引

　（借主側）

　　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

１年以内 5,700千円

１年超 74,508千円

　計 80,208千円
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(金融商品関係)

当中間連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

　

　金融商品の時価等に関する事項

平成22年９月30日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりませ

ん（（注2）を参照ください。）。
　

　
中間連結貸借対照表
計上額(千円)

時価(千円) 差額(千円)

（1）現金及び預金 431,400 431,400 ―

（2）受取手形及び売掛金 486,743　 　

　　　 貸倒引当金（※） △4,889　 　

　 481,853 481,853 ―

（3）投資有価証券 　 　 　

　　　 その他有価証券 142,941 142,941 ―

資産計 1,056,194 1,056,194 ―

　　 買掛金 726,911 726,911 ―

負債計 726,911 726,911 ―

（※）　売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
　

（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資　産

（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

（3）投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照

ください。

負　債

買掛金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。
　

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　　　非上場株式（中間連結貸借対照表計上額17,734千円）は、市場価格がなく、時価を把握すること

が極めて困難と認められるため、「（3）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりま

せん。
　

EDINET提出書類

静岡スバル自動車株式会社(E02834)

半期報告書

33/60



　

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

(追加情報)

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及

び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）

を適用しております。

　

　金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額に

ついては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に

は含めておりません（（注2）を参照ください。）。
　

　
連結貸借対照表
計上額(千円)

時価(千円) 差額(千円)

（1）現金及び預金 813,440 813,440 ―

（2）受取手形及び売掛金 596,306　 　

　　　 貸倒引当金（※） △4,889　 　

　 591,416 591,416 ―

（3）投資有価証券 　 　 　

　　　 その他有価証券 143,363 143,363 ―

資産計 1,548,220 1,548,220 ―

　　 買掛金 1,135,440 1,135,440 ―

負債計 1,135,440 1,135,440 ―

（※）　売掛金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
　

（注１）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資　産

（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。

（3）投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

また、保有目的ごとの有価証券に関する注記事項については、「有価証券関係」注記を参照

ください。

負　債

買掛金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。
　

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　　　非上場株式（連結貸借対照表計上額17,734千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極

めて困難と認められるため、「（3）投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。
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(有価証券関係)

当中間連結会計期間末（平成22年９月30日）

　　その他有価証券

　

区分

中間連結決算日に
おける中間連結貸借
対照表計上額
(千円)

取得原価
(千円)

差額
(千円)

中間連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　

　株式 104,200 47,768 56,431

小計 104,200 47,768 56,431

中間連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

　 　 　

　株式 38,741 45,825 △7,083

小計 38,741 45,825 △7,083

合計 142,941 93,593 49,347

　
前連結会計年度末（平成22年３月31日）

　　その他有価証券

区分

連結決算日に
おける連結貸借
対照表計上額
(千円)

取得原価
(千円)

差額
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

　 　 　

　株式 101,425 47,768 53,656

小計 101,425 47,768 53,656

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

　 　 　

　株式 41,938 43,725 △1,787

小計 41,938 43,725 △1,787

合計 143,363 91,493 51,869

　

　

(デリバティブ取引関係)

当中間連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。

　

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。
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(ストック・オプション等関係)

当中間連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

当中間連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　
前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。

　
(資産除去債務関係)

当中間連結会計期間末(平成22年９月30日)

資産除去債務のうち中間連結貸借対照表に計上しているもの

当中間連結会計期間における総額の増減は次のとおりであります。

前連結会計年度末残高　(注) 31,498千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 ─

その他増減額　(△は減少) 289千円

当中間連結会計期間末残高 31,787千円

　

(注) 当中間連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準18号　平成20年３

月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号　平

成20年３月31日)を適用しているため、前連結会計年度の末日における残高に代えて、当中間連

結会計期間の期首における残高を記載しております。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

事業の種類は「自動車関連事業」のみとなっておりますので、事業の種類別セグメント情報の記載を

省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

海外売上高については、該当事項はありません。
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【セグメント情報】

　当中間連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取

締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているも

のであります。

当社グループは、本社に商品・サービス別の事業部を置き、各事業部は取り扱う商品・サービスにつ

いて包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

当社グループは、最小単位である拠点別に投資計画・業績の評価を行っておりますが、商品性・市場

環境の違い、特約店契約の内容等の違いにより「国産車販売事業」及び「輸入車販売事業」の２つへ

集約し、報告セグメントとしております。

「国産車販売事業」はスバル車の車両販売と部品販売並びに整備等をしております。

　「輸入車販売事業」はポルシェ車及びボルボ車の車両販売と部品販売並びに整備等をしております。

　

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「中間連結財務諸表作成のための基本となる

重要な事項」における記載と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は

市場実勢価格に基づいております。

　

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

　

　
報告セグメント

調整額
(注)１

中間連結財務
諸表計上額
(注)２

国産車販売
事業

輸入車販売
事業

計

売上高 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高　（千円） 5,238,460696,8185,935,279 ─ 5,935,279

　セグメント間の
　内部売上高又は振替高（千円）

67 97 165 △165 ─

　　　　　　計　　　　（千円） 5,238,528696,9165,935,444△165 5,935,279

セグメント利益　　　　（千円） 268,066△27,422 240,644△160,835 79,808

セグメント資産　　　　（千円） 3,850,251602,3494,452,6011,286,4695,739,071

その他の項目 　 　 　 　 　

　減価償却費　　　　　（千円） 81,554 32,981 114,536 5,409 119,945

　有形固定資産及び無形固定資産
　の増加額　　　　　　（千円）

116,762101,425218,188 6,776 224,964

(注) １．調整額は、以下のとおりであります。

(１)　セグメント利益の調整額 △160,835千円には、セグメント間消去 3,912千円、各報告セグメントに配分して

いない全社費用 △164,748千円が含まれています。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費

であります。

(２)　セグメント資産の調整額 1,286,469千円には、セグメント間消去 △139,339千円、各報告セグメントに配分

していない全社資産 1,425,809千円が含まれています。

(３)　減価償却費の調整額 5,409千円には、セグメント間消去 1,525千円、本社設備に関わる減価償却費 3,884千

円が含まれています。

(４)　有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額 6,776千円は、本社建物の設備投資額であります。

２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

　当中間連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

１．商品及びサービスごとの情報

　
　 スバル新車 スバル整備 その他 合計

　外部顧客への売上高　（千円） 3,253,119 951,208 1,730,9505,935,279

　

２．地域ごとの情報

本邦以外の地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、記載はありません。

　

３．主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、中間連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記

載はありません。

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　当中間連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

　

　
報告セグメント

全社・消去 合計国産車販売
事業

輸入車販売
事業

計

　減損損失　　　　　　（千円） 55,814 30,751 86,565 ─ 86,565

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　当中間連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　当中間連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

(追加情報)

当中間連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号　平成20年３月21日）を適用しております。
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(１株当たり情報)

　

当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 668.33円
　

１株当たり純資産額 698.40円
　

１株当たり中間純損失 26.82円
 

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益について
は、１株当たり中間純損失であり、また潜在株式がない
ため記載しておりません。
 

１株当たり当期純利益 10.88円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式がないため記載しておりません。
 
 

(注)　１株当たり当期純利益又は中間純損失(△)の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当中間連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当期純利益又は中間純損失（△）(千円) △162,563 65,952

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式に係る当期純利益
又は中間純損失（△）(千円)

△162,563 65,952

普通株式の期中平均株式数(千株) 6,060 6,060

　
１　１株当たり純資産額

　
前第２四半期連結会計期間末

(平成21年９月30日)

689.03円

　
２　１株当たり四半期純利益

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

１株当たり四半期純利益 0.02円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。

(注)　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 148

普通株式に係る四半期純利益(千円) 148

普通株主に帰属しない金額(千円) ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 6,060
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(重要な後発事象)

当中間連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

　
前連結会計年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

重要な株式交換

当社は、平成22年５月14日開催の取締役会において、靜甲株式会社（以下「靜甲」といいます。）を株

式交換完全親会社、当社を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交換」といいます。）を

行うことを決議し、同日付で株式交換契約を締結し、平成22年６月24日開催の定時株主総会において承

認されました。

　

１　本株式交換による完全子会社化の目的

当社は、靜甲の連結子会社（靜甲の持株比率50.03％）であり、靜甲グループの車両関係事業におけ

る中核会社であります。

国内の自動車販売業界では、構造的な自動車需要の減少に加え、景気低迷による個人所得の落ち込

みなどにより厳しい事業環境が続いております。このような状況のなか、当社では、持続的かつ安定的

な経営を実現するために営業拠点の統廃合・再配置をはじめとした事業再構築のための施策を進め

ている最中でありますが、靜甲の完全子会社となり経営の機動性および柔軟性を高めることが、これ

らの取り組みを更に加速させることに資するものであると判断いたしました。

靜甲といたしましても、完全子会社化することによって当社の経営の機動性および柔軟性を高めな

がら、連結経営をより一層強化して事業再構築への取り組みを支援することが、グループ全体の企業

価値を高めるために重要な施策であると判断いたしました。

また、当社は、株式市場における資金調達を実施しておらず、また今後もその予定が無い一方で、上

場維持のための管理コストは上昇傾向にあります。このような現状のなか、完全子会社化により管理

コストの圧縮も期待されることから、この点においても当社のみならず、靜甲グループとしての連結

経営の観点からメリットを享受できると考えております。

以上の状況を踏まえて、上場を維持するメリット・デメリットについて総合的に勘案しながら慎重

に協議を重ね、両社の見解が一致した結果、この度の株式交換契約の締結に至りました。

　

２　本株式交換の要旨

(1) 本株式交換の日程

定時株主総会基準日 平成22年３月31日（両社）

株式交換決議取締役会 平成22年５月14日（両社）

株式交換契約締結 平成22年５月14日（両社）

株式交換承認定時株主総会 平成22年６月24日（当社）

　 平成22年６月25日（靜甲）（予定）

上場廃止日 平成22年７月28日（当社）（予定）

株式交換の効力発生日 平成22年８月１日（予定）

（注）上記日程は、両社の合意により変更されることがあります。
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(2) 株式交換比率

会社名 靜甲（完全親会社） 当社（完全子会社）

株式交換比率 1 0.41

（注1）株式の割当比率

当社の普通株式1 株につき靜甲の普通株式0.41 株を割当て交付します。ただし、靜甲が

保有する当社の普通株式（平成22年３月31日現在3,052 千株）については、本株式交換に

よる株式の割当ては行いません。なお、前記株式交換比率は、算定の根拠となる諸条件に重

大な変更が生じた場合、両社協議の上で変更することがあります。

（注2）本株式交換により交付する株式数

靜甲は、本株式交換に際して、本株式交換の効力発生の直前時（以下「基準時」といい

ます。）の当社の株主（但し、靜甲を除きます。）に対し、その保有する当社の普通株式に

代わり、その保有する当社の普通株式の数の合計に0.41 を乗じた数の靜甲の普通株式を

交付します。なお、当社は、本株式交換の前日までに開催する当社の取締役会の決議によ

り、当社が基準時において所有している自己株式（本株式交換に関して行使される会社法

第785条第1項に定める反対株主の株式買取請求に係る株式の買取りによって取得する自

己株式を含みます。）の全部を、基準時において消却する予定であり、当該自己株式につい

ては靜甲の株式の割当ては行われない予定です。

また、靜甲は、本株式交換において株式を交付する際には新株を発行し、その総数は

1,233 千株となる予定です。なお、靜甲が基準時において所有している自己株式は株式の

交付に用いない予定です。

（注3）単元未満株式の取扱い

本株式交換に伴い、靜甲の１単元（100 株）未満の株式（以下「単元未満株式」といい

ます。）を所有することとなる株主においては、靜甲の株式に関する単元未満株式の買取

制度（100 株未満の株式の売却）をご利用いただくことができます。この制度は、会社法

第192 条第１項の規定に基づき、靜甲の単元未満株式を所有する株主が靜甲に対し、ご所

有の単元未満株式の買取を請求することができる制度です。なお、金融商品取引所市場に

おいて単元未満株式を売却することはできません。

（注４）１株に満たない端数の処理

本株式交換に伴い、当社の株主に交付される靜甲の株式につき１株に満たない端数が生

じた場合には、会社法第234 条に従い、１株に満たない端数部分の合計数（合計数に１に

満たない端数がある場合は、これを切り捨てるものとします。）に相当する靜甲の株式を

売却し、かかる売却代金をその端数に応じて当該株主に交付いたします。

　

(3) 株式交換比率の算定根拠等

本株式交換の株式交換比率については、その公正性と妥当性を期すため、両社から独立した第

三者機関として、靜甲が日興コーディアル証券株式会社（以下「日興コーディアル証券」といい

ます。）を、当社が株式会社サンク・アンド・アソシエイツ（以下「サンク・アンド・アソシエ

イツ」といいます。）をそれぞれ選定し、株式交換比率の算定を依頼いたしました。
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日興コーディアル証券は、当社及び靜甲の普通株式それぞれについて、（ⅰ）JASDAQ 市場に上

場しており、市場株価が存在することから、市場株価平均法（計算対象期間は、平成22 年5 月11 

日を算定基準日として、算定基準日から遡る1 ヶ月、3 ヶ月の各期間）を採用し、また、（ⅱ）将

来の事業活動の状況を評価に反映するためディスカウント・キャッシュ・フロー法（以下「DCF

法」といいます。）を採用して分析を行いました。各評価方式による靜甲株式1 株に対する当社

株式の割当株式数の算定結果は、市場株価平均法では0.41 株～0.46 株、DCF 法では0.22 株～

0.42 株となりました。

サンク・アンド・アソシエイツは、当社及び靜甲の普通株式それぞれについて、（ⅰ）JASDAQ 

市場に上場しており、市場株価が存在することから、市場株価平均法（計算対象期間は、平成22 

年5 月11 日を算定基準日として、算定基準日から遡る1 ヶ月、3 ヶ月の各期間）を採用し、また、

(ⅱ)将来の事業活動の状況を評価に反映するためDCF 法を採用して分析を行いました。各評価方

式による靜甲株式1 株に対する当社株式の割当株式数の算定結果は、市場株価平均法では0.41 

株～0.45 株、DCF 法では0.32 株～0.56 株となりました。

当社及び靜甲は、両社の普通株式がともに上場されていることから、市場株価平均法を重視し

て株式交換比率を算定することを相当と認め、また、各社において、上述の第三者機関から提出さ

れた株式交換比率の算定結果を参考にし、かつ、両社の財務状況、業績動向、株価動向等を勘案し

た上で、交渉・協議を重ねた結果、それぞれ上記(２) ②記載の株式交換比率は妥当であり、両社

の株主の利益を損ねるものでないと判断し、平成22 年5 月14 日に開催された両社の取締役会に

おいて、本株式交換における株式交換比率を決定し、同日、両社間で株式交換契約を締結いたしま

した。

なお、靜甲の第三者算定機関である日興コーディアル証券及び当社の第三者算定機関であるサ

ンク・アンド・アソシエイツは、いずれも、当社及び靜甲から独立しており、両社の関連当事者に

該当せず、重要な利害関係を有しません。

　

(4) 相手先の概要

①　商　号　　　　　　靜甲株式会社

②　本店の所在地　　　静岡県静岡市清水区天神二丁目８番１号

③　代表者の氏名　　　取締役社長　鈴木　惠子

④　資本金の額　　　　13億３千７百万円

⑤　事業の内容　　　　産業機械事業、冷間鍛造事業及び電機機器事業

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】
(1)【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：千円)

当中間会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 348,212 731,848

受取手形 4,200 3,301

売掛金 470,498 584,539

たな卸資産 558,472 517,033

その他 198,491 216,509

貸倒引当金 △6,438 △6,777

流動資産合計 1,573,436 2,046,455

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※2
 829,328

※2
 884,038

土地 ※2
 2,324,112

※2
 2,364,021

その他（純額） 475,791 459,522

有形固定資産合計 ※1
 3,629,231

※1
 3,707,581

無形固定資産 16,378 16,789

投資その他の資産 487,702 616,027

固定資産合計 4,133,312 4,340,398

資産合計 5,706,748 6,386,854

負債の部

流動負債

買掛金 ※2
 706,076

※2
 1,111,244

未払金 71,638 228,205

未払法人税等 20,421 79,719

未払消費税等 ※4
 18,862 19,473

賞与引当金 161,810 156,210

その他 201,658 157,083

流動負債合計 1,180,466 1,751,937

固定負債

退職給付引当金 373,736 338,022

役員退職慰労引当金 40,000 39,550

資産除去債務 31,787 －

その他 13,732 12,969

固定負債合計 459,256 390,541

負債合計 1,639,722 2,142,478
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(単位：千円)

当中間会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 961,000 961,000

資本剰余金

資本準備金 827,360 827,360

資本剰余金合計 827,360 827,360

利益剰余金

利益準備金 240,250 240,250

その他利益剰余金

別途積立金 1,930,000 1,930,000

繰越利益剰余金 78,658 271,081

利益剰余金合計 2,248,908 2,441,331

自己株式 － △16,593

株主資本合計 4,037,268 4,213,098

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 29,756 31,277

評価・換算差額等合計 29,756 31,277

純資産合計 4,067,025 4,244,375

負債純資産合計 5,706,748 6,386,854
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②【中間損益計算書】
(単位：千円)

当中間会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

売上高 5,702,392 11,237,556

売上原価 4,479,001 8,814,433

売上総利益 1,223,390 2,423,122

販売費及び一般管理費 1,142,691 2,310,314

営業利益 80,698 112,807

営業外収益 ※1
 13,561

※1
 30,117

営業外費用 ※2
 3,654

※2
 7,280

経常利益 90,605 135,644

特別利益 338 1,211

特別損失 ※3
 106,309 3,443

税引前中間純利益又は税引前中間純損失（△） △15,365 133,413

法人税等 ※4
 142,264 65,066

中間純利益又は中間純損失（△） △157,630 68,347
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

当中間会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 961,000 961,000

当中間期末残高 961,000 961,000

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 827,360 827,360

当中間期末残高 827,360 827,360

資本剰余金合計

前期末残高 827,360 827,360

当中間期末残高 827,360 827,360

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 240,250 240,250

当中間期末残高 240,250 240,250

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 1,930,000 1,930,000

当中間期末残高 1,930,000 1,930,000

繰越利益剰余金

前期末残高 271,081 239,095

当中間期変動額

剰余金の配当 △18,180 △36,361

中間純利益又は中間純損失（△） △157,630 68,347

自己株式の消却 △16,611 －

当中間期変動額合計 △192,422 31,985

当中間期末残高 78,658 271,081

利益剰余金合計

前期末残高 2,441,331 2,409,345

当中間期変動額

剰余金の配当 △18,180 △36,361

中間純利益又は中間純損失（△） △157,630 68,347

自己株式の消却 △16,611 －

当中間期変動額合計 △192,422 31,985

当中間期末残高 2,248,908 2,441,331

自己株式

前期末残高 △16,593 △16,593

当中間期変動額

自己株式の取得 △18 －

自己株式の消却 16,611 －

当中間期変動額合計 16,593 －

当中間期末残高 － △16,593

株主資本合計

前期末残高 4,213,098 4,181,112

当中間期変動額

剰余金の配当 △18,180 △36,361

中間純利益又は中間純損失（△） △157,630 68,347

自己株式の取得 △18 －

自己株式の消却 － －

当中間期変動額合計 △175,829 31,985

当中間期末残高 4,037,268 4,213,098
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(単位：千円)

当中間会計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 31,277 19,433

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△1,521 11,844

当中間期変動額合計 △1,521 11,844

当中間期末残高 29,756 31,277

評価・換算差額等合計

前期末残高 31,277 19,433

当中間期変動額

株主資本以外の項目の当中間期変動額
（純額）

△1,521 11,844

当中間期変動額合計 △1,521 11,844

当中間期末残高 29,756 31,277

純資産合計

前期末残高 4,244,375 4,200,545

当中間期変動額

剰余金の配当 △18,180 △36,361

中間純利益又は中間純損失（△） △157,630 68,347

自己株式の取得 △18 －

自己株式の消却 － －

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純
額）

△1,521 11,844

当中間期変動額合計 △177,350 43,830

当中間期末残高 4,067,025 4,244,375
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【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

　　　子会社株式

　　　　移動平均法による原価法

１　資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

　　　子会社株式

同左

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　　中間会計期間末日の市場価格等に基づく時価法(評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定)

　　　その他有価証券

　　　　時価のあるもの

　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

　　　　時価のないもの

　　　　　移動平均法による原価法

　　　　時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

　　　　評価基準は原価法（収益性の低下による簿価　

　　　切下げの方法）によっております。

①商品 　
　ⅰ車両 個別法

　ⅱ部品・用品 移動平均法

　ⅲその他 個別法

②仕掛品 個別法

③貯蔵品 最終仕入原価法

(2) たな卸資産

同左

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　　　定率法

　　　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物附

属設備を除く)については、定額法

　　　また、耐用年数は以下のとおりであります。

　　　　建物　　　３～50年

　　　　その他　　２～50年

２　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　　　定率法

　　　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物附

属設備を除く)については、定額法

　　　また、耐用年数は以下のとおりであります。

　　　　建物　　　４～50年

　　　　その他　　２～50年

(2) 無形固定資産

　　　定額法

　　　ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)に基づく定額法

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

　　　均等償却

(3) 長期前払費用

同左

３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率を基に今後の回収可能性を勘

案した率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。

３　引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

　　　　従業員の賞与支給に備えるため、当中間会計期間に

負担すべき支給見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

　　　　従業員の賞与支給に備えるため、当事業年度に負担

すべき支給見込額を計上しております。
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　 当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

(3) 役員賞与引当金

　　　　役員の賞与支給に備えるため、当中間会計期間に負

担すべき支給見込額を計上しております。なお、当

中間会計期間に計上すべき金額はありません。

(3) 役員賞与引当金

　　　　役員の賞与支給に備えるため、当事業年度に負担す

べき支給見込額を計上しております。なお、当事業

年度に計上すべき金額はありません。

(4) 退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において発生していると認

められる額を計上しております。

　数理計算上の差異は、各期の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(14年)に

よる定額法により、それぞれ発生の翌期から費用

処理しております。

(4) 退職給付引当金

　　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退

職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期

末において発生していると認められる額を計上し

ております。

　数理計算上の差異は、各期の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(14年)に

よる定額法により、それぞれ発生の翌期から費用

処理しております。

　 (会計方針の変更）

　　　　当事業年度より、「退職給付に係る会計基準」の一

部改正（その３）（企業会計基準委員会　平成20

年７月31日　企業会計基準第19号）を適用してお

ります。

　　　　なお、この変更に伴う損益に与える影響はありませ

ん。

(5) 役員退職慰労引当金

　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づ

く中間会計期間末要支給額を計上しております。

(5) 役員退職慰労引当金

　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づ

く期末要支給額を計上しております。

４　その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な

事項

　　消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっ

ております。

４　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 
　　消費税等の会計処理

同左

　
　

【中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

　

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

（資産除去債務に関する会計基準等）

当中間会計期間から、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用し

ております。

これにより、当中間会計期間の営業利益、経常利益は

それぞれ 679千円減少し、税引前中間純損失は19,374千

円増加しております。また、当会計基準の適用開始によ

る資産除去債務の変動額は 31,498千円であります。

─────────
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【注記事項】

(中間貸借対照表関係)

　
当中間会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産減価償却累計額

　 2,450,720千円

※１　有形固定資産減価償却累計額

　 2,400,657千円

※２　担保に供している資産及びこれに対応する債務　　　

　　　は次のとおりであります。

　　　(イ)担保に供している資産

建物 116,366千円

土地 41,720千円

　計 158,086千円

※２　担保に供している資産及びこれに対応する債務　　　

　　　は次のとおりであります。

　　　(イ)担保に供している資産

建物 119,415千円

土地 41,720千円

　計 161,135千円

　　　(ロ)上記に対応する債務

買掛金 160,000千円

　　　(ロ)上記に対応する債務

買掛金 160,000千円

　３　偶発債務

　　　下記の関係会社の仕入及び経費等に係る債務に対し

て債務保証を行っております。

静岡ブイオート株式会社 8,509千円

　３　偶発債務

　　　下記の関係会社の仕入及び経費等に係る債務に対し

て債務保証を行っております。

静岡ブイオート株式会社 7,483千円

※４　消費税等の取扱い

　　　仮払消費税等と仮受消費税等は相殺の上、未払消費税

等として表示しております。

　４　　　　　　────────
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(中間損益計算書関係)

　

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 225千円

受取配当金 839千円

受取手数料 2,669千円

受取賃貸料 5,190千円

株式割当益 2,129千円

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 400千円

受取配当金 4,300千円

受取手数料 6,424千円

受取賃貸料 10,380千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 600千円

貸与資産減価償却費 1,528千円

※２　営業外費用の主要項目

支払利息 1,280千円

貸与資産減価償却費 3,317千円

※３　特別損失の主要項目

減損損失 86,565千円

資産除去債務会計基準の適用
に伴う影響額

18,694千円

 

　　　減損損失

当中間会計期間において、当社は、以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しております。

(1)概要

用途 種類 場所

営業店舗
建物、土地、
その他

静岡市清水区他

　　当社は、営業店舗ごとを最小単位としてグルーピ

ングを行っております。

　　当社は、経営資源の集中による経営効率化を目的

に、店舗の統廃合と移転を実施することといたし

ました。これにより、建物、土地、その他の帳簿価

額を回収可能価額まで減額しております。

(2)減損損失の金額

種類 金額 (千円)

建物 38,238

土地 39,909

その他 8,418

計 86,565

(3)回収可能価額の算定方法等

　　回収可能価額の算定に当たっては、正味売却価額

により測定しており、建物、土地、その他について

は不動産鑑定評価額により評価しております。

　３　　　　　　　────────

※４　当中間会計期間における税金費用につきましては、

簡便法により計算しているため、法人税等調整額は

「法人税等」に含めて表示しております。

　４　　　　　　　────────

　５　減価償却実施額

有形固定資産 114,356千円

無形固定資産 831千円

　５　減価償却実施額

有形固定資産 225,847千円

無形固定資産 11,602千円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　

　
前事業年度末株式数

(株)
当中間会計期間
増加株式数(株)

当中間会計期間
減少株式数(株)

当中間会計期間末
株式数(株)

普通株式 39,795 98 39,893 ─

合計 39,795 98 39,893 ─

（変動事由の概要）

　増加数の内訳は、次のとおりであります。

　　単元未満株式の買取による増加　　98株

　減少数の内訳は、次のとおりであります。

　　自己株式の消却による減少　　39,893株

　

前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　

　
前事業年度末株式数

(株)
当事業年度
増加株式数(株)

当事業年度
減少株式数(株)

当事業年度末
株式数(株)

普通株式 39,795 ─ ─ 39,795

合計 39,795 ─ ─ 39,795

　

(リース取引関係)

　

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

　オペレーティング・リース取引

　（借主側）

　　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

１年以内 5,700千円

１年超 71,658千円

　計 77,358千円

　オペレーティング・リース取引

　（借主側）

　　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のもの

に係る未経過リース料

１年以内 5,700千円

１年超 74,508千円

　計 80,208千円
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(有価証券関係)

当中間会計期間末(平成22年９月30日)

子会社株式及び関連会社株式

子会社株式及び関連会社株式（中間貸借対照表計上額　子会社株式 147,187千円）は、市場価格がな

く、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

　

前事業年度末(平成22年３月31日)

（追加情報）

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号 平成20年3月10日)及び「金

融商品の時価等に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年3月10日)を適用してお

ります。

　

子会社株式及び関連会社株式

子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式 147,187千円）は、市場価格がなく、

時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。

　

(企業結合等関係)

当中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

当中間会計期間末(平成22年９月30日)

資産除去債務のうち中間貸借対照表に計上しているもの

当中間会計期間における総額の増減は次のとおりであります。

前事業年度末残高　(注) 31,498千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 ─

その他増減額　(△は減少) 289千円

当中間会計期間末残高 31,787千円

　

(注) 当中間会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準18号　平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号　平成20

年３月31日)を適用しているため、前事業年度の末日における残高に代えて、当中間会計期間の

期首における残高を記載しております。
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(１株当たり情報)

　

当中間会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

１株当たり純資産額 671.11円
　

１株当たり純資産額 700.36円
　

１株当たり中間純損失 26.01円

　なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益について
は、１株当たり中間純損失であり、また潜在株式がない
ため記載しておりません。

１株当たり当期純利益 11.27円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式がないため記載しておりません。

(注)　１株当たり当期純利益又は１株当たり中間純損失(△)の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当中間会計期間

(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日)

当期純利益又は中間純損失（△）(千円) △157,630 68,347

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式に係る当期純利益又は中間純損失
（△）(千円)

△157,630 68,347

普通株式の期中平均株式数(千株) 6,060 6,060

　

(重要な後発事象)

当中間会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

重要な株式交換

当社は、平成22年５月14日開催の取締役会において、靜甲株式会社を株式交換完全親会社、当社を株式

交換完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、同日付で株式交換契約を締結し、平成22年６月24

日開催の定時株主総会において承認されました。

詳細については、中間連結財務諸表の注記事項(重要な後発事象)の前連結会計年度をご参照くださ

い。

　

(2) 【その他】

第68期(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)中間配当については、平成22年11月12日開催の

取締役会において、平成22年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を

行うことを決議いたしました。

①  中間配当金の総額                              18,180千円

②  １株当たり中間配当金                             3円00銭

③  支払請求権の効力発生日及び支払開始日    平成22年11月16日
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第６ 【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度 第67期 (自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 平成22年６月24日 東海財務局長

に提出。

　

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

事業年度 第67期 (自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日) 平成22年６月24日 東海財務局長

に提出。

　

(3) 臨時報告書

①　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２（提出会社が株式交換完全子会社とな

る株式交換が行われることが、当該提出会社の業務執行を決定する機関により決定された場合）の規

定に基づく臨時報告書であります。

平成22年５月14日 東海財務局長に提出。

　

②　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（提出会社の株主総会において決議事

項が決議された場合）の規定に基づく臨時報告書であります。

平成22年６月25日 東海財務局長に提出。

　

③　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第４号（提出会社の主要株主の異動があった場

合）の規定に基づく臨時報告書であります。

平成22年12月10日 東海財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
　

　
平成22年12月15日

静岡スバル自動車株式会社

取締役会　御中

ときわ監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　村　松　淳　旨　㊞　　　　　　　　　　　　　

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　杉　原　賢　一　㊞　　　　　　　　　　　　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている静岡スバル自動車株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の

中間連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連

結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なう

ような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等

を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結

果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、静岡スバル自動車株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状態並び

に同日をもって終了する中間連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。

※２　中間連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の中間監査報告書
　

　
平成22年12月15日

静岡スバル自動車株式会社

取締役会　御中

ときわ監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　村　松　淳　旨　㊞　　　　　　　　　　　　　

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士　杉　原　賢　一　㊞　　　　　　　　　　　　　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている静岡スバル自動車株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第68期事業年度

の中間会計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心と

した監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として

中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、静岡スバル自動車株式会社の平成22年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中

間会計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 

※１　上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。

※２　中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

　

EDINET提出書類

静岡スバル自動車株式会社(E02834)

半期報告書

60/60


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の状況
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1)中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	当中間連結会計期間末及び前連結会計年度末
	前第２四半期連結会計期間末の四半期連結貸借対照表

	②中間連結損益計算書
	当中間連結会計期間及び前連結会計年度
	前第２四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書

	③中間連結株主資本等変動計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	当中間連結会計期間及び前連結会計年度
	前第２四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項
	中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更
	表示方法の変更
	注記事項
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	セグメント情報
	関連情報
	報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報
	報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報
	報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報


	(2)その他

	２中間財務諸表等
	(1)中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書
	中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項
	中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更
	注記事項


	(2)その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

